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函館市水防計画 新旧対照表（改訂案） 

頁 現   行 改 訂 案 改訂理由 
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第 1章  総   則 

（略） 

1.2 用語の定義 

主な水防用語の定義は，次のとおりである。 

（略）  

(9) 洪水予報河川 国土交通大臣または都道府県知事が，流域

面積が大きい河川で，洪水により国民経済上

重大または相当な損害が生じるおそれがある

ものとして指定した河川。国土交通大臣また

は都道府県知事は，洪水予報河川について，気

象庁と共同して，洪水のおそれの状況を基準

地点の水位または流量を示して洪水の予報等

を行う（法第 10条第２項，法第 11条第１項，

気象業務法（昭和 27 年法律第 165 号）第 14

条の２第２項および第３項）。 

(10) 水防警報 

 

 

 

 

 

 

 

 

国土交通大臣または都道府県知事が，洪水，

津波または高潮により国民経済上重大または

相当な損害が生じるおそれがあると認めて指

定した河川，湖沼または海岸（水防警報河川

等）について，国土交通省または都道府県の機

関が，洪水，津波または高潮によって災害が起

こるおそれがあるとき，水防を行う必要があ

る旨を警告して行う発表をいう（法第２条第

８項，法第 16条）。 

（略）  

(12) 水位到達情報 水位到達情報とは，国土交通大臣または都

道府県知事が指定した水位周知河川におい

て，あらかじめ定めた氾濫危険水位（特別警戒

水位）への到達に関する情報のほか，氾濫注意

第 1章  総   則 

（略） 

1.2 用語の定義 

主な水防用語の定義は，次のとおりである。 

（略）  

(9) 洪水予報河川 国土交通大臣または都道府県知事が，流域

面積が大きい河川で，洪水により国民経済上

重大または相当な損害が生じるおそれがある

ものとして指定した河川。国土交通大臣また

は都道府県知事は，洪水予報河川について，気

象庁長官と共同して，洪水のおそれの状況を

基準地点の水位または流量を示して洪水の予

報等を行う（法第 10 条第２項，法第 11 条第

１項，気象業務法（昭和 27年法律第 165号）

第 14条の２第２項および第３項）。 

(10) 水防警報 国土交通大臣または都道府県知事が，洪水，

津波または高潮により国民経済上重大または

相当な損害が生じるおそれがあると認めて指

定した河川，湖沼または海岸（水防警報河川

等）について，国土交通大臣または都道府県知

事が，洪水，津波または高潮によって災害が起

こるおそれがあるとき，水防を行う必要があ

る旨を警告して行う発表をいう（法第２条第

８項，法第 16条）。 

（略）  

(12) 水位到達情報 水位到達情報とは，国土交通大臣または都

道府県知事が指定した水位周知河川におい

て，あらかじめ定めた氾濫危険水位（洪水特別

警戒水位）への到達に関する情報のほか，氾濫

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北海道水防計画

の改訂に伴う修

正 

 

 

 

 

 

 

北海道水防計画

の改訂に伴う修

正 

 

 

 

 

 

北海道水防計画

の改訂に伴う修

正 
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2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水位（警戒水位），避難判断水位への到達情報，

氾濫発生情報のことをいう。 

(13) 水防団待機水

位（通報水位） 

量水標の設置されている地点ごとに都道府

県知事が定める水位で，各水防機関が水防体

制に入る水位（法第 12条第１項に規定される

通報水位）をいう。 

水防管理者または量水標管理者は，洪水ま

たは高潮のおそれがある場合において，量水

標に示す水位が水防団待機水位（通報水位）を

超えるときは，その水位の状況を関係者に通

報しなければならない。 

(15) 避難判断水位 市町村長の避難準備・高齢者等避難開始発

表の目安となる水位であり，住民の氾濫に関

する情報への注意喚起となる水位。 

(16) 氾濫危険水位 

（特別警戒水位） 

洪水により相当の家屋浸水等の被害を生じ

る氾濫の起こるおそれがある水位をいう。市

町村長の避難勧告等の発令基準の目安となる

水位である。水位周知河川においては，法第

13 条第１項および第２項に規定される洪水

による災害の発生を特に警戒すべき水位で洪

水特別警戒水位に相当する。 

国土交通大臣または都道府県知事は，指定

した水位周知河川においてこの水位に到達し

たときは，水位到達情報を発表しなければな

らない。 

（略）  

(18) 浸水想定区域 洪水予報河川および水位周知河川につい

て，洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保し，

または浸水を防止することにより，水災によ

注意水位（警戒水位），避難判断水位への到達

情報，氾濫発生情報のことをいう。 

(13) 水防団待機水

位（通報水位） 

量水標の設置されている地点ごとに都道府

県知事が定める水位で，各水防機関が水防体

制に入る水位（法第 12条第１項に規定される

通報水位）をいう。 

水防管理者または量水標管理者は，洪水ま

たは高潮のおそれがある場合において，量水

標等の示す水位が水防団待機水位（通報水位）

を超えるときは，その水位の状況を関係者に

通報しなければならない。 

(15) 避難判断水位 市町村長の高齢者等避難発令の目安となる

水位であり，住民の氾濫に関する情報への注

意喚起となる水位。 

(16) 氾濫危険水位 

 

洪水により相当の家屋浸水等の被害を生じ

る氾濫の起こるおそれがある水位をいう。市

町村長の避難指示の発令判断の目安となる水

位である。水位周知河川においては，法第 13

条第１項および第２項に規定される洪水によ

る災害の発生を特に警戒すべき水位で洪水特

別警戒水位に相当する。 

国土交通大臣または都道府県知事は，指定

した水位周知河川においてこの水位に到達し

たときは，水位到達情報を発表しなければな

らない。 

（略）  

(18) 洪水浸水想定

区域 

洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保し，ま

たは浸水を防止することにより，水災による

被害の軽減を図るため，想定し得る最大規模

の降雨により当該河川が氾濫した場合に浸水

 

 

 

 

 

 

 

記述の整理 

 

 

 

法改正に伴う修

正 

 

 

 

法改正に伴う修

正 

 

 

 

 

 

 

 

 

法改正に伴う修

正 
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頁 現   行 改 訂 案 改訂理由 

3 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る被害の軽減を図るため，想定し得る最大規

模の降雨により当該河川が氾濫した場合に浸

水が想定される区域として国土交通大臣また

は都道府県知事が指定した区域をいう（法第

14条）。 

1.3 水防の責任等 

水防に関係する各主体について，水防法等に規定されている責任およ

び義務は次のとおりである。 

(1) 水防管理団体等（函館市および消防機関） 

市域内の水防を十分に果たすべき責任を有する（法第３条）。具体的に

は，主に次のような事務を行う。 

（略） 

③ 避難確保計画を作成していない要配慮者利用施設の所有者または管

理者への必要な指示，指示に従わなかった旨の公表。（法 15条の３） 

 

 

(2) 北海道 

道内における水防管理団体が行う水防が十分行われるように確保すべ

き責任を有する（法第３条の６）。具体的には，主に次のような事務を行

う。 

（略） 

⑦ 浸水想定区域の指定，公表および通知（法第 14条） 

（略） 

(3) 国土交通省（函館開発建設部） 

①水防管理団体が行う水防への協力（河川法第 22条の２） 

 

(4) 気象庁（函館地方気象台） 

（略） 

(5) 河川管理者 

① 市町村長に対する水害リスク情報の把握に関する情報提供および助

が想定される区域として国土交通大臣または

都道府県知事が指定した区域をいう（法第 14

条）。 

 

 

1.3 水防の責任等 

水防に関係する各主体について，水防法等に規定されている責任および

義務は次のとおりである。 

(1) 水防管理団体等（函館市および消防機関） 

市域内の水防を十分に果たすべき責任を有する（法第３条）。具体的に

は，主に次のような事務を行う。 

（略） 

③ 避難確保計画を作成していない要配慮者利用施設の所有者または管

理者への必要な指示，指示に従わなかった旨の公表。要配慮者利用施

設の所有者または管理者より報告を受けた避難確保計画および避難

訓練の結果についての助言・勧告（法 15条の３） 

(2) 北海道 

道内における水防管理団体が行う水防が十分行われるように確保すべ

き責任を有する（法第３条の６）。具体的には，主に次のような事務を行

う。 

（略） 

⑦ 洪水浸水想定区域の指定，公表および通知（法第 14条） 

（略） 

（削除） 

（削除） 

 

(3) 気象庁（函館地方気象台） 

（略） 

(4) 河川管理者 

① 水防管理団体が行う水防への協力（河川法第 22条の２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法改正に伴う追

加 

 

 

 

 

 

 

 

法改正に伴う修

正 

北海道水防計画

の改訂に伴う修

正 
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頁 現   行 改 訂 案 改訂理由 

4 

 

 

 

6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7 

 

 

 

 

 

 

 

8 

 

 

 

 

 

言（法第 15条の 12） 

(6) 居住者等 

（略） 

 

第 2章  水 防 組 織 

市は，水防に関係のある警報・注意報等の発表または地震等の発生等に

より，洪水，津波または高潮のおそれがあると認められるときから洪水等

のおそれがなくなったと認められるときまで，函館市地域防災計画基本・

地震災害対策編第３章第１節「災害応急体制」の定めるところに準じ，市

総務部総務課が水防事務の総括を行い，庁内各部局や消防機関，防災関係

機関との連携を図りながら，水防に関する事務についても処理するもの

とし，災害対策本部設置基準に該当したときは，災害対策基本法（昭和 36

年法律第 223号）第 23条の２の規定および函館市災害対策本部条例（昭

和 38年 1月 9日条例）の定めるところにより，災害対策本部を設置する

ものとする。 

（略） 

4.1 気象庁が行う予報および警報  

4.1.1 気象台が発表または伝達する警報および注意報 

（略） 

水防活動の利用に適合する（水防活動用）警報および注意報は，指定河

川洪水警報および注意報を除き，一般の利用に適合する特別警報，警報お

よび注意報をもって代える。なお，水防活動の利用に適合する特別警報は

設けられていない。 

（略） 

（函館市の気象情報発表基準） 

府県予報区 渡島・檜山地方 

一次細分区域 渡島地方 

市町村等をまとめた地

域 
渡島東部 

② 市町村長に対する水害リスク情報の把握に関する情報提供および助

言（法第 15条の 12） 

(5) 居住者等 

（略） 

第 2章  水 防 組 織 

市は，水防に関係のある警報・注意報等の発表または地震等の発生等

により，洪水，津波または高潮のおそれがあると認められるときから洪

水等のおそれがなくなったと認められるときまで，函館市地域防災計画

第３章第１節「災害応急体制」の定めるところに準じ，市総務部災害対

策課が水防事務の総括を行い，庁内各部局や消防機関，防災関係機関と

の連携を図りながら，水防に関する事務についても処理するものとし，

災害対策本部設置基準に該当したときは，災害対策基本法（昭和 36 年

法律第 223 号）第 23 条の２の規定および函館市災害対策本部条例（昭

和 38 年 1 月 9 日条例）の定めるところにより，災害対策本部を設置す

るものとする。 

（略） 

4.1 気象庁が行う予報および警報  

4.1.1 気象台が発表または伝達する警報および注意報 

（略） 

水防活動の利用に適合する（水防活動用）警報および注意報は，指定河

川洪水予報を除き，一般の利用に適合する特別警報，警報および注意報を

もって代える。なお，水防活動の利用に適合する特別警報は設けられてい

ない。 

（略） 

（函館市の気象情報発表基準）  （令和５年６月８日運用開始） 

府県予報区 渡島・檜山地方 

一次細分区域 渡島地方 

市町村等をまとめた地

域 
渡島東部 

北海道水防計画

の改訂に伴う修

正 

 

 

 

 

名称変更による

修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記述の整理 

 

 

 

 

気象情報発表基

準値の改定に伴

う修正 
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頁 現   行 改 訂 案 改訂理由 

8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

警 
 

報 

大
雨 

表面雨量指

数基準 
11(浸水害) 

土壌雨量指

数基準 
106(土砂災害) 

洪
水 

流域雨量指

数基準 

尻岸内川流域=16，汐泊川流域=25.1，松

倉川流域=17.7，鮫川流域=8.7，亀田川流

域=13.3，常盤川流域=9.9，温川流域

=18.8，湯の川流域=4，石川流域=7，川汲

川流域=6.3，尾札部川流域=7.5，八木川

流域=10.4 

複合基準※１ 

汐 泊 川 流 域 =(6,20.6) ， 鮫 川 流 域

=(6,7.1) 

亀田川流域 =(6,10.6)，八木川流域

=(6,9.3) 

高
潮 

潮位 1.0ｍ 

注 

意 

報 

大
雨 

表面雨量指

数基準 
8(浸水害)  

土壌雨量指

数基準 
62(土砂災害) 

洪

水 

流域雨量指

数基準 

尻岸内川流域=12.8，汐泊川流域=20，松

倉川流域=14.1，鮫川流域=6.9，亀田川流

域=10.6，常盤川流域=7.9，温川流域=15，

湯の川流域=3.2，石川流域=5.6，川汲川

流域=5，尾札部川流域=6，八木川流域

=8.3 

複合基準※１ 

汐 泊 川 流 域 =(6,18.2) ， 鮫 川 流 域

=(5,6.4) 

亀田川流域 =(5,9.5)，湯の川流域

=(6,2.6) 

川汲川流域=(6,4)，八木川流域=(5,8.3) 

警 
 

報 

大
雨 

表面雨量指

数基準 
11(浸水害) 

土壌雨量指

数基準 
106(土砂災害) 

洪
水 

流域雨量指

数基準 

尻岸内川流域=16.7，汐泊川流域=23.4，

松倉川流域=20.1，鮫川流域=9.9，亀田川

流域=11.4，常盤川流域=10.1，温川流域

=17.4，湯の川流域=4.2，石川流域=7.4，

川汲川流域=6.9，尾札部川流域=8.3，八

木川流域=11.3 

複合基準※１ 

汐 泊 川 流 域 =(6,18.9) ， 鮫 川 流 域

=(6,8.5) 

亀田川流域 =(6,8.9)，八木川流域

=(6,10.1) 

高
潮 

潮位 1.0ｍ 

注 

意 

報 

大
雨 

表面雨量指

数基準 
8(浸水害)  

土壌雨量指

数基準 
63(土砂災害) 

洪

水 

流域雨量指

数基準 

尻岸内川流域=13.3，汐泊川流域=18.7，

松倉川流域=16，鮫川流域=7.9，亀田川流

域=9.1，常盤川流域=8，温川流域=13.9，

湯の川流域=3.4，石川流域=5.9，川汲川

流域=5.5，尾札部川流域=6.6，八木川流

域=9 

複合基準※１ 

汐泊川流域=(5,17)，鮫川流域=(5,7.7) 

 

亀田川流域=(5,8)，湯の川流域=(6,2.6) 

 

川汲川流域=(6,4.4)，八木川流域=(5,9) 

 

 

 

 

気象情報発表基

準値の改定に伴

う修正 
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頁 現   行 改 訂 案 改訂理由 

8 

 

 

 

 9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高

潮 
潮位 0.8ｍ 

 ※１（表面雨量指数，流域雨量指数）の組み合わせによる基準値を表

しています。 

（大雨警報・洪水警報等を補足する情報） 

気象庁は，特別警報，警報，注意報を補足する情報として，大雨警報（浸

水害）の危険度分布，洪水警報の危険度分布および流域雨量指数の予測値

を発表する。これらの概要は次のとおりである。 

 

種 類 内 容 

大雨警報（浸水害）

の危険度分布 

短時間強雨による浸水害発生の危険度の高ま

りを，地図上で１㎞四方の領域ごとに示す情

報。 

大雨警報（浸水害）等が発表されたときに，ど

こで危険度が高まるかを面的に確認すること

ができる。 

１時間先までの表面雨量指数の予測値が大雨

警報（浸水害）等の基準に達成したかどうかで，

浸水害発生の危険度を５段階に判定し，色分け

して表示している（常時 10分毎に更新）。 

洪水警報の危険度

分布 

指定河川洪水予報の発表対象ではない中小河

川（水位周知河川およびその他河川）の洪水害

発生の危険度の高まりを，地図上で概ね１㎞ご

とに示す情報。 

洪水警報等が発表されたときに，どこで危険度

が高まるかを面的に確認することができる。 

３時間先までの流域雨量指数の予測値が洪水

警報等の基準に到達したかどうかで，洪水害発

生の危険度を５段階に判定し，色分け表示して

いる（常時 10分毎に更新）。 

高

潮 
潮位 0.8ｍ 

 ※１（表面雨量指数，流域雨量指数）の組み合わせによる基準値を表

しています。 

（大雨警報・洪水警報等を補足する情報） 

気象庁は，特別警報，警報，注意報を補足する情報として，浸水キキク

ル（大雨警報（浸水害）の危険度分布），洪水キキクル（洪水警報の危険

度分布）および流域雨量指数の予測値を発表する。これらの概要は次のと

おりである。 

種 類 内 容 

浸水キキクル（大雨

警報（浸水害）の危

険度分布） 

短時間強雨による浸水害発生の危険度の高ま

りを，地図上で１㎞四方の領域ごとに示す情

報。 

大雨警報（浸水害）等が発表されたときに，ど

こで危険度が高まるかを面的に確認すること

ができる。 

１時間先までの表面雨量指数の予測値が大雨

警報（浸水害）等の基準に達成したかどうかで，

浸水害発生の危険度を５段階に判定し，色分け

して表示している（常時 10分毎に更新）。 

洪水キキクル（洪水

警報の危険度分布） 

指定河川洪水予報の発表対象ではない中小河

川（水位周知河川およびその他河川）の洪水害

発生の危険度の高まりを，地図上で概ね１㎞ご

とに示す情報。 

洪水警報等が発表されたときに，どこで危険度

が高まるかを面的に確認することができる。 

３時間先までの流域雨量指数の予測値が洪水

警報等の基準に到達したかどうかで，洪水害発

生の危険度を５段階に判定し，色分け表示して

いる（常時 10分毎に更新）。 
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12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略）  

（略） 

4.1.2 警報等の伝達経路および手段 

水防活動に適合する警報等の伝達経路は以下のとおりである。 

(1)気象等に関する警報等の伝達 

 
(2) 津波に関する警報等の伝達 

 

（略）  

（略） 

4.1.2 警報等の伝達経路および手段 

水防活動に適合する警報等の伝達経路は以下のとおりである。 

(1)気象等に関する警報等の伝達 

 

(2) 津波に関する警報等の伝達 

 
 

 

 

 

 

 

 

函館市地域防災

計画の改訂に伴

う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

函館市地域防災

計画の改訂に伴

う修正 
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4.2 水位周知河川における水位到達情報 

4.2.1 種類および発表基準等 

知事は，知事が指定した河川について，水位が氾濫危険水位（法第 13

条第１項および第２項に規定される特別警戒水位）に達したときは，その

旨を当該河川の水位または流量を示して水防管理者および量水標管理者

に通知するとともに，必要に応じて報道機関の協力を求めて，一般に周知

させる。 

また，避難のための立退きの勧告または指示の判断に資するため，関係

市町村の長にその通知に係る事項を通知する。 

 

 

 

発表される情報の種類，内容および発表基準は次のとおりである。 

種 類 内  容 発表基準 

氾濫危険水位 

到達情報 

洪水により河川が氾濫のおそれが

あり，避難が必要となるおそれが

ある旨を通知するもの。 

基準地点の水位が氾

濫危険水位に到達し

たとき 

 

 

 

 

4.2.2 北海道が行う水位到達情報の通知 

(1) 水位到達情報の通知を行う河川名，区域等 

知事が水位情報の通知を行う指定河川（水位周知河川）は，資

料 2「指定河川，水位周知河川，基準水位観測所および水防警報

区」のとおりである。 

(2) 水位到達情報の伝達経路 

水位到達情報の伝達系統図は，次のとおりである。 

4.2 水位周知河川における水位到達情報 

4.2.1 種類および発表基準等 

知事は，知事が指定した河川について，水位が氾濫危険水位（法第 13

条第１項および第２項に規定される洪水特別警戒水位）に達したとき

は，その旨を当該河川の水位または流量を示して水防管理者および量水

標管理者に通知するとともに，必要に応じて報道機関の協力を求めて，

一般に周知させる。 

また，避難情報発令の判断に資するため，関係市町村の長にその通知

に係る事項を通知する。 

氾濫注意水位（警戒水位），避難判断水位への到達情報（氾濫注意水位

を下回った場合の情報（氾濫注意情報の解除）を含む。），氾濫発生情報

の発表は，可能な範囲で行うこととする。 

発表される情報の種類，基本的な発表基準は次のとおりである。 

種 類 発表基準 

氾濫注意情報 基準地点の水位が氾濫注意水位（警戒水位）に到達

したとき 

氾濫警戒情報 基準地点の水位が避難判断水位に到達したとき 

氾濫危険情報 基準地点の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）

に到達したとき 

氾濫発生情報 氾濫が発生したとき 

 

4.2.2 北海道が行う水位到達情報の通知 

(1) 水位到達情報の通知を行う河川名，区域等 

知事が水位到達情報の通知を行う指定河川（水位周知河川）は，

資料 2「指定河川，水位周知河川，基準水位観測所および水防警

報区」のとおりである。 

(2) 水位到達情報の伝達経路 

   水位到達情報の伝達系統図は，次のとおりである。 

 

 

 

 

北海道水防計画

の改訂に伴う修

正 

 

 

北海道水防計画

の改訂に伴う修

正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北海道水防計画

の改訂に伴う修

正 
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13 

 

 

 

 

 

 

 

 

14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.3 水防警報 

（略） 

4.3.2 洪水・高潮時の河川に関する水防警報 

(1) 種類および発表基準 

（略） 

種 類 内 容 発表基準 

待 機 

不意の出水あるいは水位の再上昇

が予想される場合に状況に応じて

直ちに水防機関が出動できるよう

に待機する必要がある旨を警告

し，または，水防機関の出動期間

が長引くような場合に出動人員を

減らしても差支えないが，水防活

動をやめることはできない旨を警

告するもの。 

気象予報・警報等または

河川状況等により，特に

必要と認めるとき。 

準 備 

水防に関する情報連絡，水防資器

材の整備，水門機能等の点検，通

信および輸送の確保等に努めると

ともに，水防機関に出動の準備を

させる必要がある旨を警告するも

の。 

雨量，水位，流量とその他

の河川状況により必要と

認めるとき。 

 

4.3 水防警報 

（略） 

4.3.2 洪水・高潮時の河川に関する水防警報 

(1) 種類および発表基準 

（略） 

種 類 内 容 発表基準 

待 機 

出水あるいは水位の再上昇が懸念

予想される場合に，状況に応じて

直ちに水防機関が出動できるよう

に待機する必要がある旨を警告

し，または，水防機関の出動期間

が長引くような場合に出動人員を

減らしても差支えないが，水防活

動をやめることはできない旨を警

告するもの。 

気象予報・警報等および

河川状況等により，特に

必要と認めるとき。 

準 備 

水防に関する情報連絡，水防資器

材の整備，水門機能等の点検，通

信および輸送の確保等に努めると

ともに，水防機関に出動の準備を

させる必要がある旨を警告するも

の。 

雨量，水位，流量とその他

の河川状況により必要と

認めるとき。 

 

 

 

 

名称変更による

修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北海道水防計画

の改訂に伴う修

正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

函館開発建設部 陸上自衛隊 
第 28 普通科

連隊 

北海道警察 
函館方面本部 

北 海 道 北 海 道 

渡島総合振興局 

函館地方気象台 

函館市 
（総務部 

災害対策課） 

函館市 

消防本部 

渡島総合振興局 

北海道開発局 

渡島総合振興局 函館開発建設部 陸上自衛隊 
第 28 普通科

連隊 

北海道警察 
函館方面本部 

北 海 道 北 海 道 

渡島総合振興局 

函館地方気象台 

函館市 
（総務部 

総務課） 

函館市 

消防本部 

渡島総合振興局 

北海道開発局 

渡島総合振興局 
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14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出 動 
水防機関が出動する必要がある旨

を警告するもの。 

水位，流量その他の河川

状況により，氾濫注意水

位（警戒水位）に達しなお

上昇のおそれがあると

き。 

指 示 

水位，滞水時間その他水防活動上

必要な状況を明示するとともに越

水（堤防から水があふれる）・漏水・

法崩（堤防斜面の崩れ）・亀裂，そ

の他河川状況により警戒を必要と

する事項を指摘して警戒するも

の。 

既に氾濫注意水位（警戒

水位）を越え，災害のおこ

るおそれがあるとき。 

解 除 

水防活動を必要とする出水状況が

解消した旨および当該基準水位観

測所名による一連の水防警報を解

除する旨を通告するもの。 

氾濫注意水位（警戒水位）

以下に下降したとき，ま

たは氾濫注意水位以上で

あっても水防作業を必要

とする河川状況が解消し

たと認めるとき。 

 

4.3.3 津波に関する水防警報 

(1) 種類および発表基準 

知事は、知事が指定した河川について水防警報をしたときは、関係水防

管理者その他水防に関係のある機関に通知するものとする。 

水防警報の種類、内容および発表基準は、次のとおりである。 

なお、気象庁の津波警報が発表されると自動的に水防警報「待機」を発

表したものとする。 

 

 

 

 

 

 

出 動 
水防機関が出動する必要がある旨

を警告するもの。 

水位，流量その他の河川

状況により，氾濫注意水

位（警戒水位）を超えるお

それがあるとき。 

警 戒 

出水状況およびその河川状況を示

し，警戒が必要である旨を警告す

るとともに，水防活動上必要な越

水（水があふれる）・漏水・法崩（堤

防斜面の崩れ）・亀裂等河川の状況

を示しその対応策を指示するも

の。 

既に氾濫注意水位（警戒

水位）を越え，災害のおこ

るおそれがあるとき。 

解 除 

水防活動を必要とする出水状況が

解消した旨および当該基準水位観

測所名による一連の水防警報を解

除する旨を通告するもの。 

氾濫注意水位（警戒水位）

以下に下降したとき，ま

たは氾濫注意水位以上で

あっても水防作業を必要

とする河川状況が解消し

たと認めるとき。 

 

4.3.3 津波時の河川に関する水防警報 

(1) 種類および発表基準 

知事は，知事が指定した河川について水防警報をしたときは，関係水防

管理者その他水防に関係のある機関に通知するものとする。 

水防警報の種類，内容および発表基準は，次のとおりである。 

ただし，次の（１）～（３）のように「活動可能時間」がとれる場合に

のみ発表する。 

(1) 日本近海における地震発生で，震源域の情報から「津波到達時刻」が

推定でき，十分でなくとも「活動可能時間」がとれる場合  

(2) 日本近海における地震発生により，津波到来が予想されるが地理的

状況等から津波到達まで「活動可能時間」が確保できる場合  

(3) 遠地津波のように，津波到来が予想されるが地理的状況等から当該

地までの津波の到達予想時刻まで相当な時間があり，「活動可能時間」

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記述の整理 
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の改訂に伴う修
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15 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種 類 内  容 発表基準 

待 機 

水防従事者の安全を確保し

たうえで待機する必要があ

る旨を警告するもの。 

津波警報が発表される等必要

と認めるとき。 

出 勤 
水防機関が出動する必要が

ある旨を警告するもの。 

津波警報が解除される等，水防

作業が安全に行える時間的猶

予がある状態のとき。 

解 除 
水防活動の必要が解消した

旨を通告するもの。 

津波警報等が解除され，巡視等

により被害が確認されなかっ

たとき，または応急復旧等が終

了したとき等，水防作業を必要

とする状況が解消したと認め

るとき。 

 

4.3.4 北海道が行う水防警報 

（略） 

 (2) 水防警報の伝達経路 

水防警報の伝達系統図は，次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

が十分に確保できる場合 

種 類 内  容 発表基準 

(削除) （削除） （削除） 

出 勤 
水防機関が出動する必要が

ある旨を警告するもの。 

津波警報等が発表され水防活 

動が必要と認められる場合で， 

かつ安全に作業が行える（時間 

的な猶予がある）状態のとき 

解 除 
水防活動の必要が解消した

旨を通告するもの。 

津波警報等が解除されたとき， 

または水防活動の必要がある

と認められなくなったとき。 

 

 

 

 

 

4.3.4 北海道が行う水防警報 

（略） 

 (2) 水防警報の伝達経路 

水防警報の伝達系統図は，次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称変更による

修正 
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16 

 

 

 

 

 

 

 

17 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18 

 

 

 

第 5章  水位等の観測，通報および公表 

（略） 

5.1.4 水位の公表 

（略） 

・国土交通省「川の防災情報」 http://www.river.go.jp/ 

・国土交通省 市町村向け「川の防災情報」 http://city.river.go.jp/ 

（略） 

 

5.3 水位等の通報系統図  

水位等の通報は，以下に示す水位等通報系統図のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6章  気象予報等の情報収集 

6.1 気象予報および警報，雨量，水位情報の収集 

（略） 

(1) 市町村向け情報提供 

 

第 5章  水位等の観測，通報および公表 

（略） 

5.1.4 水位の公表 

（略） 

・国土交通省「川の防災情報」 https://www.river.go.jp/ 

・国土交通省 市町村向け「川の防災情報」 https://city.river.go.jp/ 

（略） 

 

5.3 水位等の通報系統図  

水位等の通報は，以下に示す水位等通報系統図のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6章  気象予報等の情報収集 

6.1 気象予報および警報，雨量，水位情報の収集 

（略） 

(1) 市町村向け情報提供 

 

 

 

 

 

記述の整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称変更による

修正 

 

 

記述の整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道雨量水位 

観測所 

渡島総合振興局 

（函館建設管理部維持管理課） 

渡島総合振興局 

（地域創生部地域政策課） 函館市 
（総務部総務課） 

国 検 潮 所 港湾事務所 

北 海 道 

（建設部維持管理防災課） 

函館開発建設

部 

函館地方気象

台 

保線所・工務所 

JR 函館支社 

北海道開発局 北海道旅客鉄道(株) 
札幌管区気象

台 

道雨量水位 

観測所 

渡島総合振興局 

渡島総合振興局 
函館市 

（総務部災害対

策課） 

国 検 潮 所 函館港湾事務所

函館開発建設

部 

北 海 道 

函館地方気象

台 

保線所・工務所 

JR 函館支社 

北海道開発局 
札幌管区気象

台 
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頁 現   行 改 訂 案 改訂理由 

18 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名 称 ホームページアドレス 提供情報 

国土交通省 
「市町村向け川の
防災情報」（統一河
川情報システム）※ 

http://city.river.go.jp/ 
（携帯電話用有） 

雨量，水位情報， 
レーダー，観測
情報， 
水防警報等 

気象庁 
防災情報提供シス
テム※ 

https://bosai.jmainfo.go
.jp/ 
 

気象情報，解析
雨量等 

(2) 一般向け情報提供 

名 称 ホームページアドレス 提供情報 

国土交通省 
「川の防災情報」 

http://www.river.go.
jp/ 
http://i.river.go.jp
/（携帯電話用） 

雨量，水位情報， 
レーダー観測情報， 
水防警報等 

北海道防災情報 
（防災対策支援シス
テム） 

http://www.bousai-
hokkaido.jp/ 

気象情報，避難情
報，道路情報，河川
情報，メール配信サ
ービス 

国土交通省港湾局 
「リアルタイム ナウ
ファス」 

http://www.mlit.go.j
p/kowan/nowphas 

潮位・波高 

国土交通省北海道開
発局 
「北海道海象情報」 

http://gk-
web.hkd.mlit.go.jp 

潮位 

気象庁ホームページ 
https://www.jma.go.j
p/ 

気象情報，解析雨量， 

レーダー・ナウキャスト，危

険度分布，潮位等，今後の雨

（降水短時間予報） 

名 称 ホームページアドレス 提供情報 

国土交通省 
「市町村向け川の
防災情報」（統一河
川情報システム）※ 

https://city.river.go.jp
/ 

雨量，水位情報， 
レーダー，観測情報， 
水防警報等 

気象庁ホームペー
ジ 

https://www.jma.go.jp/ 

気象情報，解析雨量，
早期注意情報（警報
級の可能性），気象警
報/注意報，アメダ
ス，雨雲の動き，今後
の雨，キキクル（危険
度分布），流域雨量指
数の予測値 等 

(2) 一般向け情報提供 

名 称 ホームページアドレス 提供情報 

国土交通省 
「 川 の 防 災 情
報」 

https://www.river.go.jp/ 

雨量，水位情報，レーダ

ー観測情報，水防警報

等 

 

北海道防災情報 
（防災対策支援
システム） 

https://www.bousai-
hokkaido.jp/ 

気象情報，避難情報，道

路情報，河川情報，メー

ル配信サービス 

削除 削除 削除 

国土交通省北海
道開発局 
「北海道海象情
報」 

https://www.hkd.mlit.go.
jp/ky/ns/suisan/hkop-
bousai/ 

潮位・波浪 

気象庁ホームペ
ージ 

https://www.jma.go.jp/ 

気象情報，解析雨量，早期注

意情報（警報級の可能性），気

象警報/注意報，アメダス，雨

雲の動き，今後の雨，キキク

ル（危険度分布），流域雨量指

数の予測値 等 

 

 

記述の整理 

 

 

北海道水防計画

の改訂に伴う修

正 

 

 

 

 

 

 

記述の整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北海道水防計画

の改訂に伴う修

正 
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頁 現   行 改 訂 案 改訂理由 

18 

 

 

 

19 

 

20 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

21 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

第７章 ダム・水門等の操作 

（略） 

7.2.2 ダム情報系統図 

ダムの情報系統図は以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

第 8章  通 信 連 絡 

（略） 

8.3 電気通信設備の優先利用等 

水防関係機関は，水防上緊急を要する通信のために，電気通信事業者が

その事業の用に供する電気通信設備を優先的に利用し，または次に掲げ

る専用通信施設を使用することができる。 

（略） 

（略）   
函館地方気象台 
ホームページ 

https://www.jma-
net.go.jp/hakodate-c/ 

 

（略） 

 

第７章 ダム・水門等の操作 

（略） 

7.2.2 ダム情報系統図 

ダムの情報系統図は以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

第 8章  通 信 連 絡 

（略） 

 

8.3 その他の通信施設の使用 

水防関係機関は，その他一般加入電話による通信不能または特に緊急

を要する場合は，次に掲げる機関の専用電話，無線等の通信施設を使用す

ることができる。 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称変更による

修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北海道水防計画

の改訂に伴う修

正 

 

 

渡島総合振興

局 

矢別ダム 

渡島総合振興局 北 海 道 北海道開発

局 

函館地方気象台 

北海道函館方面 

函館中央警察署 

函館西警察署※ 

函館市 
（総務部災害対策課） 

渡島総合振興局 

函館市消防

本部 

北 海 道 

※西警察署への通報は新中野ダムの

み行われる。 

渡島総合振興

局 

矢別ダム 

渡島総合振興局 北 海 道 北海道開発

局 

函館地方気象台 

北海道函館方面 

函館中央警察署 

函館西警察署※ 

函館市 
（総務部総務課） 

渡島総合振興局 

函館市消防

本部 

北 海 道 

※西警察署への通報は新中野ダムの

み行われる。 
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頁 現   行 改 訂 案 改訂理由 

22 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.4 通信連絡系統 

水防に関し，関係機関と相互に行う通信連絡の連絡先等は，以下の

とおりである。  

機 関 名 連絡責任者 連 絡 先 備    考 

函館開発建設部 防災対策官 TEL 42-8170 

FAX 42-9000 

 

（略）    

北海道渡島総合振
興局地域創生部 

地域政策課主
幹 

TEL 47-9430 

FAX 47-9203 
 

北海道電力株式会
社函館支店 

企画総務 

グループリー

ダー 

TEL 22-2511 

FAX 22-2516 

 

函館山ロープウェ
イ株式会社ＦＭい
るか 

チーフディレ

クター 
TEL 27-3700 

FAX 23-3100 

 

函館市 
総務部 

防災担当課長 

TEL 21-3654 

FAX 27-6487 

 

（略）    

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.4 通信連絡系統 

水防に関し，関係機関と相互に行う通信連絡の連絡先等は，以下の

とおりである。 

機 関 名 連絡責任者 連 絡 先 備    考 

函館開発建設部 防災課長 TEL 42-8170 

FAX 42-9000 

 

（略）    

北海道渡島総合振

興局地域創生部 

危機対策室主
幹 

TEL 47-9430 

FAX 47-9203 

 

北海道電力ネット

ワーク株式会社道

南総括支店 

企画総務 

グループリー

ダー 

TEL 22-2511 

FAX 22-2516 

 

函館山ロープウェ

イ株式会社ＦＭい

るか 

次長 
TEL 27-3700 

FAX 23-3100 

 

函館市 
総務部 

災害対策課長 

TEL 21-3654 

FAX 27-6487 

 

（略）    

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称変更による

修正 
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頁 現   行 改 訂 案 改訂理由 

24 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 10章  水 防 活 動 

10.1.1 市の非常配備体制 

市は，水防活動の利用に適合する予報および警報等の発表があり洪水，津

波または高潮のおそれがあると認められるときから，その危険が解消さ

れるまでの間は非常配備体制により水防業務を処理するものとする。 

市職員の非常配備体制は，函館市地域防災計画基本・地震災害対策編第３

章第１節第５項「職員の動員・配備」に定めるところにより，以下のとお

りとする。 

 

(略) 

 

 

 

 

第 10章  水 防 活 動 

10.1.1 市の非常配備体制 

市は，水防活動の利用に適合する予報および警報等の発表があり洪水，津

波または高潮のおそれがあると認められるときから，その危険が解消さ

れるまでの間は非常配備体制により水防業務を処理するものとする。 

市職員の非常配備体制は，函館市地域防災計画第３章第１節第５項「職員

の動員・配備」に定めるところにより，以下のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(略) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

函館市地域防災

計画の改訂に伴

う修正 
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頁 現   行 改 訂 案 改訂理由 

27 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

27 

28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.7 決壊・漏水等の通報およびその後の措置 

10.7.1 決壊・漏水等の通報 

水防に際し，堤防，ダムその他の施設が決壊したとき，または越

水・溢水もしくは異常な漏水が発生したときは，水防管理者，消防機

関の長またはダム等の管理者は，直ちに一般住民，関係機関に通報

するものとする。 

通報を受けた河川管理者は，水防上危険であるかどうか確認を行

い，危険が認められる場合には市長に避難勧告等の発令に資する事

象として情報提供するものとする。そのため，河川管理者は，自らが

管理する堤防の漏水に関する危険情報が関係者に直ちに通報される

よう，出水期前に，洪水時における堤防等の監視，警戒および連絡の

体制・方法を関係者と確認しておくものとする。 

 

10.7.2 決壊・越水等の通報系統 

(1) 堤防等の決壊・越水通報系統図 

堤防等の決壊・越水通報系統図は次のとおりである。 

 

 

 

 

 

10.7 決壊・漏水等の通報およびその後の措置 

10.7.1 決壊・漏水等の通報 

水防に際し，堤防，ダムその他の施設が決壊したとき，または越

水・溢水もしくは異常な漏水が発生したときは，水防管理者，消防

機関の長またはダム等の管理者は，直ちに一般住民，関係機関に通

報するものとする。 

通報を受けた河川管理者は，水防上危険であるかどうか確認を行

い，危険が認められる場合には市長に避難情報の発令に資する事象

として情報提供するものとする。そのため，河川管理者は，自らが

管理する堤防の漏水に関する危険情報が関係者に直ちに通報され

るよう，出水期前に，洪水時における堤防等の監視，警戒および連

絡の体制・方法を関係者と確認しておくものとする。 

 

10.7.2 決壊・越水等の通報系統 

(1) 堤防等の決壊・越水通報系統図 

堤 防 等 の 決 壊 ・ 越 水 通 報 系 統 図 は 次 の と お り で あ る 。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北海道水防計画

の改訂に伴う修

正 

 

 

 

 

 

 

 

名称変更による

修正 
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頁 現   行 改 訂 案 改訂理由 

28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

31 

 

32 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 異常かつ重大な状況におけるダムの通報系統図 

異常かつ重大な状況におけるダムの通報系統図は次のとおりである。 

 

（略） 

第 12章 協力および応援 

（略） 

12.5 自衛隊の派遣要請 

水防管理者は，災害に際し，自らの能力で処理することが困難な事態が

予想されるときは，災害対策基本法第 68条の２に基づき，知事に自衛隊

の災害派遣の要請を要求することができる。派遣要請の要求に当たって

は次の事項を明らかにするものとする。 

① 災害の状況および派遣要請を要求する事由 

② 派遣を希望する期間 

③ 派遣を希望する区域および活動内容 

④ 派遣部隊が展開できる場所 

⑤ 派遣部隊との連絡方法，その他参考となるべき事項 

（略） 

 

 

 

 

 

(2) 異常かつ重大な状況におけるダムの通報系統図 

異常かつ重大な状況におけるダムの通報系統図は次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

第 12章 協力および応援 

（略） 

12.5 自衛隊の派遣要請 

水防管理者は，災害に際し，自らの能力で処理することが困難な事態が

予想されるときは，災害対策基本法第 68条の２に基づき，知事に自衛隊

の災害派遣の要請を要求することができる。派遣要請の要求に当たって

は次の事項を明らかにするものとする。 

① 災害の状況および派遣要請を要求する事由 

② 派遣を希望する期間 

③ 派遣を希望する区域および活動内容 

④ 派遣部隊が展開できる場所 

⑤ 派遣部隊との連絡方法，その他参考となるべき事項 

なお，知事に自衛隊の災害派遣の要請を要求することができない場合，

水防管理者が直接，自衛隊等に派遣を要請する旨の通知等を行うことに

なるため，事前に通知先となる自衛隊の関係部局と調整を行うものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

名称変更による

修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北海道水防計画

の改訂に伴う修

正 
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頁 現   行 改 訂 案 改訂理由 

36 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

37 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 16章 浸水想定区域等における円滑かつ迅速な避難の確保および浸水

の防止のための措置 

16.1 浸水想定区域の指定 

北海道は，水位周知河川について，河川が氾濫した場合に浸水が想定さ

れる区域を浸水想定区域として指定し，指定の区域および浸水した場合

に想定される水深を公表するとともに，関係市町村の長に通知するもの

とする。 

16.2 浸水想定区域の指定公表状況  

北海道が公表した本市の区域における，水位周知河川の浸水想定区域

の指定，公表の状況は次のとおりである。 

（略） 

16.3 浸水想定区域における円滑かつ迅速な避難の確保および浸水の防

止のための措置  

函館市防災会議は，水位周知河川について，浸水想定区域の指定があっ

たときは，函館市地域防災計画において，当該浸水想定区域ごとに，次に

掲げる事項について定めるものとする。 

（略） 

本市の地域防災計画（地域防災計画参考資料７）で定められている要配

慮者利用施設は，洪水時等にはこれらの資料を活用して住民の円滑かつ

迅速な避難の確保を図る。 

(略) 

16.6 要配慮者利用施設の利用者の避難の確保のための措置に関する計

画の作成等 

法第 15条第 1項の規定により函館市地域防災計画に名称および所在地 

を定められた要配慮者利用施設の所有者または管理者は，国土交通省令

で定めるところにより，当該要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円

滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な訓練その他の措置に関する

計画を作成するとともに，訓練を行わなければならない。なお，市長は，

要配慮者利用施設の所有者または管理者が同計画を作成していない場合

において，当該要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な

（略） 

第 16章 浸水想定区域等における円滑かつ迅速な避難の確保および浸水

の防止のための措置 

16.1 洪水浸水想定区域の指定 

北海道は，水位周知河川について，河川が氾濫した場合に浸水が想定さ

れる区域を洪水浸水想定区域として指定し，指定の区域および浸水した

場合に想定される水深を公表するとともに，関係市町村の長に通知する

ものとする。 

16.2 洪水浸水想定区域の指定公表状況 

北海道が公表した本市の区域における，水位周知河川の洪水浸水想定

区域の指定，公表の状況は次のとおりである。 

（略） 

16.3 洪水浸水想定区域における円滑かつ迅速な避難の確保および浸水

の防止のための措置  

函館市防災会議は，水位周知河川について，洪水浸水想定区域の指定が

あったときは，函館市地域防災計画において，当該浸水想定区域ごとに，

次に掲げる事項について定めるものとする。 

（略） 

本市の地域防災計画（地域防災計画参考資料７）で定められている要配

慮者利用施設は，洪水時等にはこれらの資料を活用して利用者の円滑か

つ迅速な避難の確保を図る。 

（略） 

16.6 要配慮者利用施設の利用者の避難の確保のための措置に関する計

画の作成等 

法第 15条第 1項の規定により函館市地域防災計画に名称および所在地

を定められた要配慮者利用施設の所有者または管理者は，国土交通省令

で定めるところにより，当該要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円

滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な訓練その他の措置に関する

計画を作成するとともに，訓練を行わなければならない。なお，市長は，

要配慮者利用施設の所有者または管理者が同計画を作成していない場合
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避難の確保を図るため必要があると認めるときは，当該要配慮者利用施

設の所有者または管理者に対し，必要な指示をすることができる。また，

市長は，同指示を受けた当該要配慮者利用施設の所有者または管理者が，

正当な理由がなく，その指示に従わなかったときは，その旨を公表するこ

とができる。 
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において，当該要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な

避難の確保を図るため必要があると認めるときは，当該要配慮者利用施

設の所有者または管理者に対し，必要な指示をすることができる。また，

市長は，同指示を受けた当該要配慮者利用施設の所有者または管理者が，

正当な理由がなく，その指示に従わなかったときは，その旨を公表するこ

とができる。また，要配慮者利用施設の所有者または管理者より報告を受

けた避難確保計画および避難訓練の結果について，助言又は勧告をする

ことができる。 
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